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ケート調査を順次実施、平成２５年３月５日・８日の食品ロス削減シンポジウムで中間とりまとめとして、
検討成果と次年度以降の取組の方向性を報告した。

　ⅱ）商慣習としては納品期限の問題に焦点を当てて検討を実施
今年後ワーキングチームで商慣習を議論するにあたり、焦点を当てたのは、「納品期限」の問題である。
製･配･販連携協議会の調査によれば、加工食品のメーカーへの返品理由の主たるものは、「定番カットに
よって発生する返品５）」が３３.８％、「納品期限切れによって発生する返品」が３３.７％であった。実際には、
こうした定番カットに伴う返品や納品期限切れによる返品の発生に至るまでに、その背景には多種の要
因（たとえば、納品期限切れに至ってしまうくらい売れない商品を開発したとか、定番カットになりや
すいほど商品が数多く新商品として発売されている等）があるが、直接的には、「定番カット」や「納品
期限切れ」といった理由で返品が発生しているということである。この結果を踏まえ、今年度は納品期
限の問題に焦点を当てることとした。

　ⅲ）納品期限による返品発生の構図
「納品期限切れによって発生する返品」というのは、ある一定のタイミングまでに小売業に商品を納
めなければならないという商慣習である。そのタイミングをオーバーしてしまうと返品が発生する。賞
味期限が６ヶ月の商品の場合を例にとって、納品期限として用いられる基準のひとつであるいわゆる「３
分の１」ルールの場合で説明する（図５－１－３）。製造日から消費者が美味しく食べられる期間が最
大で６ヶ月ある。これを消費者が購入して消費するための期間を３分の１（２ヶ月）、小売店頭で販売
する期間が３分の１（２ヶ月）、小売店頭で販売するために納品する期間が３分の１（２ヶ月）、という
ように３分の１ずつ分けるのが、いわゆる「３分の１ルール」の考え方であり、小売店頭に納品するま
での期間を「納品期限」という。３分の１ルールの場合、賞味期限の３分の１（６ヶ月の賞味期限なら
２ヶ月）以内に、メーカー・卸は協力して小売の店頭に商品を納めなくてはならない。 

５）「定番カットによって発生する返品」というのは、たとえばコンビニエンスストアなどで、棚の商品の売行きが低調である商品等を２～６
週間前後で新しいものに入れ替えていくが、その入れ替えるタイミングで返品が発生するというものである。具体的には、新商品導入時に
おける需要予測の難しさと、小売業での確定発注数量決定が遅い場合等の発注リードタイムの短さという問題から新商品導入時に商品の生
産量と実需の乖離が発生しやすいこと、および商品終売時における終売商品であっても終売ギリギリまで欠品が許容されず一定量の在庫を
メーカー・卸売業が製造して在庫しておかなければならないという問題等から、店頭で終売される商品でも流通の川上側に一定量の商品が
残らざるを得ないために、返品が発生する。

４－１　ワーキングチームとフードチェーンにおける商慣習の概要
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これでどういうことが起きるか。たとえば、メーカー・卸側では、商品をいつでも欠品なく供給でき
るよう一定程度の在庫を持っているが、その商品の小売店頭の売行きが予想を下回ってしまうと、メー
カー・卸段階で商品が滞留し、その期間が製造から２ヶ月を超えてしまうと、小売店頭に納入できなく
なる。これが卸売業の在庫であれば、メーカーに商品が戻される。メーカーは戻ってきたのであれば廃
棄をせざるを得ない。これが、納品期限で返品や廃棄が発生する理屈である。

　ⅳ）いわゆる３分の１ルールは、国際的に例のない厳しさを伴ったオペレーション基準
どうしてこうした商慣習が定着したのか。日本は消費者の鮮度志向が強いといわれ、消費者に一定の
期間を持たせるためのオペレーションを実施しようということで、１９９０年代にある量販店で賞味期限を
３分割して納品期限と販売期限を設けるというやり方が始まったとされる。それが横並びに広がるよう
に商慣習として定着したため、納品期限については主に３分の１ルールというのが、基本的考え方とし
て定着したといわれている。
しかし、これはたとえば国際的に見て、例のない厳しさを伴うオペレーション上の取り決めである。グ
ローバル展開している日本の製造業から海外の納品期限事例について情報を得たところ、米国が１／２
残し６）、英国が１／４残し、フランス、イタリア、ベルギーが１／３残しが一般的であり、日本より緩
和性のあるオペレーションで運用されていることがわかった。商慣習の面からは、日本は厳しさを持っ
た基準を課しており、食品ロスが発生しやすい構造となっているといえる。そうした観点から、今回納
品期限に議論の焦点をあて、是正できるかどうかが論点となった。
 

図４－１－３　（参考）加工食品におけるいわゆる「３分の１ルール」
資料：経済産業省作成資料、一部修正

６）本報告書は、納品期限について、「１／○残し」という表現を使っている。「残し」というのは、以下の図の塗りつぶし部分を指している。た
とえば、「１／２残し」というのは、納品期限から賞味期限までの長さが１／２であることを意味し、店舗への納品は、製造日から賞味期限
まで１／２の時点で行われなければならないことを意味する。いわゆる「３分の１ルール」というのは、すなわち「２／３残し」という表
現となる。

４－１　ワーキングチームとフードチェーンにおける商慣習の概要
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４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果
食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチームで今年度行ったのは、実態把握と論点整理、次年度
の活動の方向付けである。商慣習による廃棄についての実態把握は、特に加工食品について重点的に実施
した。実態把握の調査として、アンケートとヒアリングを実施した。アンケート調査は約４,０００社に配布、
１,０００社弱から回収した。このアンケートの結果を以下で紹介する。

⑴　アンケート調査の概要
　ⅰ）調査の目的

本アンケート調査は、主として加工食品について、メーカー・卸売業・小売業の商取引慣習が影響し
ていると考えられる返品・廃棄の実態を幅広く把握し、食品ロスの削減方策の検討に資することを目的
に実施した。

　ⅱ）調査の検討範囲
・商品：加工食品、菓子、飲料、酒類のドライ商品（日配、生鮮食品は対象外）
・流通：一般消費者が利用する小売店への流通経路（外食・業務用は対象外）

　ⅲ）対象者
加工食品を販売する全国のメーカー・卸売業・小売業（※それぞれ、大企業・中小企業の双方を含め
る）

　ⅳ）調査期間
　２０１２年１１月２６日（月）～２０１３年１月１８日（金）
 

４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果
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　ⅴ）配布数・回収数

⑵　返品の実態
　ⅰ）小売店舗から仕入先への返品

以下は、小売店頭からの流通の川上への返品の実態を、小売業を対象に調査した結果である。それに
よれば、小売店舗から仕入先への返品は、小売業の業態・業種別にみると、全業種とも「返品していな
い～０.２％未満」の占める割合が高く、小売店舗から仕入先への返品は、どの業態・業種とも少ない（図
４－２－１）。
以上から、小売店頭から返品される商品は少ないと評価できよう。販売期限を迎えても、返品するの
ではなく、買取責任の意識が浸透していて、一度店頭に並んだものは自らの手で売り切るための努力を
することが、相当程度定着している。
 

図４－２－１　小売店舗から仕入先への返品（小売業調査）

４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果
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　ⅱ）卸売業・小売業からメーカーへの返品
最終的にはメーカーにどれだけの返品が戻っているのかが、フードチェーン全体の返品の実態である。
以下は、メーカーに対する調査で、卸売業・小売業からメーカーにどれ位返品があるかを尋ねたもので
ある。メーカー調査によれば、卸売業・小売業からメーカーへの返品金額割合は、の中央値は「０.２～０.４％
未満」であり、小売業に尋ねた「小売業から川上流通への返品」よりも、メーカーに尋ねた「川下流通
からメーカーへの返品」の率の方が高水準にある。業種別では、菓子は「０.２％以上」の回答割合が高く、
メーカーへの返品が多く発生しており、返品の影響が大きいと考えられる（図４－２－２）。
以上のように、メーカーに対する調査結果からは、一定程度メーカーへの返品が存在していること、
業種別では菓子の返品が多いということが確認された。

　ⅲ）返品商品の処理方法
以下は、返品された商品が、どのように処理されているかということを、卸売業とメーカーに尋ねた
調査結果である。卸売業が小売業から返品を受け取った場合にどうしているか、最も多いのがメーカー
に返品するというもので、６.４割ある（表４－２－３）。メーカーに戻ってきた商品をメーカーがどうし
ているか、自社で廃棄するというのが７.４割と、殆ど廃棄している。流通過程で発生した返品は川下から
川上に戻ってきて、川上で廃棄されている。
 

図４－２－２　卸売業・小売業からの返品金額割合（メーカー調査）

４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果



－  59 －

　

⑶　未出荷廃棄の実態と理由
　ⅰ）メーカーの未出荷廃棄の実態

廃棄している商品がどの程度あったかをメーカーに尋ねたものが以下である。メーカーにおいて、「ド
ライ食品」販売金額に占める未出荷廃棄商品の割合（金額ベース）をたずねたところ、「０.１％以上」の回
答割合が１／３を占めた（図４－２－４）。メーカー業種別に見ると、飲料および菓子において、未出
荷廃棄商品割合「０.１％以上」の回答割合が高まる傾向が見られた。
 

図４－２－４　メーカーの未出荷廃棄（メーカー調査）

表４－２－３　返品商品の処理方法

４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果
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　ⅱ）未出荷廃棄の発生理由
メーカー調査で未出荷廃棄商品の発生理由（複数回答：あてはまるものを３つまで選択）をたずねた
ところ、「出荷予測精度の低さ」「納品期限切れによる出荷不可」「安全在庫」「商品の汚損・破損」等の回答
率が高い傾向が見られた（図４－２－５）。

　

⑷　商慣習の実態
　ⅲ）小売業の販売期限

実際の商慣習がどのようなものであるかを把握するため、販売期限と納品期限についてアンケートを
とった。以下は、小売業を対象に、販売期限を尋ねたものである。
小売業に対するアンケート調査において、店舗における「ドライ食品」の販売期限をたずねたところ、
調査対象の１４　商品カテゴリーのいずれでも「賞味期限の１／４残し以下」が３割前後、　「賞味期限の
１か月残し」の回答割合が２割弱と多く、１／３よりも緩和的な設定でオペレーションされている傾向
が見られた。「賞味期限の１／３残し」は１２％前後であった（図４－２－６）。なお、「その他」（自由回答）
では、「賞味期限の２か月残し」「１か月以上４５日以内」「１４日前まで」「賞味期限当日まで」など、様々な回
答が見られた。
 

図４－２－５　未出荷廃棄の理由（メーカー調査）

４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果
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企業のどのような違いが販売期限の設定に関わっているのかを把握するために、１４商品カテゴリーの
中から醤油カテゴリーに関する回答を抜き出して、企業規模でクロス集計を行って、小売業の企業規模
別に販売期限の設定状況をみたところ、
・売上高５００億円未満では、販売期限は「賞味期限の１／４残し」が最も多い
・売上高５００億円以上では、販売期限は「賞味期限の１／３残し」が最も多い
という結果となった（表４－２－７）。醤油以外の商品でも同様の傾向が見られ、企業規模の小さい小
売業ほど、販売期限を緩和的に設定している傾向が見られた。
 

図４－２－６　小売業の販売期限（小売業調査）

表４－２－７　小売業の販売期限‐醤油（小売業調査）

４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果
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　ⅱ）小売業の納品期限
次は、小売業への納品期限を小売業に尋ねた結果である。小売業に対する調査において、「ドライ食品」
の仕入先から店舗への納品期限をたずねたところ、１４商品カテゴリーの多くで「賞味期限の２／３残し」
が３５％前後、「５／６残し以上」が２５％前後と多い傾向が見られた（図４－２－８）。なお、「その他」（自
由回答）は、「特に設定なし」との回答が多い。

納品期限についても、醤油カテゴリーに関する回答について、企業規模でクロス集計を行った。１４の
商品カテゴリーのうち醤油に着目し、店舗の納品期限と、小売業の企業規模（売上）の関係をみると、
・売上高１００億円未満では、納品期限は「賞味期限の５／６残し」が最も多い
・売上高１００億円以上では、納品期限は「賞味期限の２／３残し」が最も多い
という結果となり、企業規模の小さい小売業ほど、厳しい納品期限を設定している傾向が見られた（表
４－２－９）。なお、醤油以外の商品でも同様の傾向が見られた。
販売期限と納品期限の両方の結果から、
・企業規模が小さいほど、納品期限については鮮度の高い状態で、販売するのは賞味期限により近い
時期までという、小売業の店頭で長く販売期間を設けている傾向があること
・同時に全体の傾向としては、納品期限の設定は１／３が一定数あるということ
以上の２点が確認された。
 

図４－２－８　小売業の納品期限（小売業調査）

４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果
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⑸　最近２～３年間の、食品・飲料全般に対する消費者意識の変化
商慣習の問題の解決に取り組むにあたっては消費者の意識が重要であり、消費者が望む方向で問題解決
を図ることが望ましい。そこで、本アンケートでは、食品ロス削減に向けた取組を進める参考とするため、
メーカー・卸売業・小売業のそれぞれを対象に、食品・飲料全般に対する消費者意識の変化について、事
業者としてどのように認識しているかをたずねた。
調査対象とした消費者意識は、
・もったいない意識：多少古くなった食品でも無駄にせず、できるだけ廃棄を減らし、限られた資源を
大切にしようという意識
・鮮度志向：より賞味期限が長く、鮮度の高い商品を選ぼうとする意識
という２点である。

　ⅰ）もったいない意識
調査の結果、消費者の「もったいない意識」は、最近２～３年間で「強くなっている／やや強くなっ
ている」との回答割合がメーカー・卸売業・小売業のいずれにおいても４割を超えた（図４－２－１０）。
 

表４－２－９　小売業の納品期限－醤油（小売業調査）

４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果
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　ⅱ）鮮度志向
同様に調査の結果、消費者の「鮮度志向」は、最近２～３年間で「強くなっている／やや強くなって
いる」との回答割合が、メーカー／卸売業／小売業のいずれでも６割を超え、高い傾向が見られた（図
４－２－１１）。
消費者の意識に関しては、こういう現状認識の上で物事をすすめなければならないということがあら
ためて確認された。 

図４－２－１０　最近２～３年間の、食品・飲料全般に対する消費者のもったいない意識の変化

図４－２－１１　最近２～３年間の、食品・飲料全般に対する消費者の鮮度志向の変化

４－２　加工食品の食品ロスに関するアンケート調査の実施結果
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⑸　アンケート結果の要約
　　＜返品の実態＞

・小売店→卸売業の返品は少ない。一方、卸売業→メーカーの返品は相当程度発生している。
・業種・商品別では、菓子の返品が多い。

　　＜未出荷廃棄の実態と理由＞
・メーカーの未出荷廃棄比率は、０.１％未満が回答最頻値だが、「０.１％以上」の回答割合が３分の１を占
めた
・業種別では、飲料・菓子が他業種に比べて高い傾向が見られた。
・メーカー調査では、未出荷廃棄発生の理由として、「出荷予測精度」、「納品期限」、「厚めの安全在庫保
有」、「汚損・破損」等の問題が挙げられた。

　　＜商慣習の実態＞
・小売業の店舗の販売期限は、「賞味期限の１／４残し以下」が５割前後をしめており、１／３よりも
緩和的に運用されている。
・小売業の店舗への納品期限設定は、２／３残しが最も多い（３５％前後）が、それより厳しい５／６
残しの設定も相当程度（２５％前後）みられる。
・小売業は、企業規模（売上）が小さいほど、販売期限を緩和的に運用し、厳しい納品期限を設定し
ている傾向がある。

　　＜消費者の意識の変化＞
・消費者の鮮度志向の強さは製配販三層で同等程度（※小売業でやや強い）に認識されている。一方
で、「もったいない意識」の高まりを製配販三層がともに４割超認識している。
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４－３　加工食品の食品ロスに関するヒアリング調査の実施結果
食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチームでは、アンケートに加えて、ヒアリング調査も実施
し、現状把握を図った。以下では、ヒアリングでどういう意見があったか、そのポイントを掲載する。
なお、後述するが、今回のヒアリングは、ワーキングチームに参加している企業を対象に、どういう商
慣習があるのか、返品や廃棄はどのように、どの程度問題になっているのか、今後ワーキングチームでは
納品期限や賞味期限についてどのように取り扱っていくべきか等について、意見を尋ねた。

⑴　ヒアリング調査の概要
　ⅰ）調査の目的

ヒアリング調査は、「食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチーム」において、食品ロス削減に
向けたフードチェーンの各種対応策を検討するための基礎資料とすることを目的とする。

　ⅱ）調査の検討範囲
　商品：加工食品、菓子、飲料、酒類のドライ商品（日配、生鮮食品は対象外）
　流通：一般消費者が利用する小売店への流通経路（外食・業務用は対象外）

　ⅲ）対象者
　全国のメーカー・卸売業・小売業（※今回はワーキングチーム参加企業から対象者を選んだ）

　ⅳ）調査期間
　２０１２年１２月～２０１３年１月

　ⅴ）ヒアリング社数
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⑵　食品ロスに関する商慣習
・店舗・流通過程での欠品が許されず、メーカー・卸は常に必要以上に安全在庫を確保する必要がある。
結果として販売が少しでも芳しくない時に、納品期限切れ商品が発生し、返品・滞留在庫・廃棄が発生
する。納品期限が緩和されると確実に返品・廃棄は削減できる。
・未出荷廃棄、返品そのものの額は少ないが、追加的費用が相当程度発生している。
・店舗からの返品は、原則発生していない。店頭で売り切っている。
・鮮度に対する消費者の意識も違うが、海外では加工食品の納品期限ルールは、総じて日本に比べて緩や
かである。
・賞味期限６ヶ月の商品が問題。月１回生産する商品の場合、１ヶ月の需要量に安全在庫を上乗せして作
らないといけない。安全在庫も含めて１ヶ月で販売できなかった分は、すぐに納品期限を迎えてしまう。
　

⑶　現在おこなわれている食品ロス削減に向けた取組
・カテゴリーごと等に納品期限を設定している小売業も少なからず存在。賞味期限１年以上の商品の納品
期限を１／２に緩和している企業で問題は発生していない様子。
・現在でも取引先から要請があれば、協議の上で、納品期限の緩和や日付逆転を許容している。
・新商品の事前確定発注、終売商品の通知早期化やセンター欠品許容等により、専用センターからの返品
が大きく改善した事例もある。
・センターで期限切れとなった商品を、そのまま卸からメーカーに返品するのではなく、卸から仕入れて
店頭で企画販売するケースあり。

⑷　いわゆる３分の１ルールの見直しについて
・納品期限は全体的に緩和されることがベストと考えられるが、一律ではなく、賞味期限や回転率などか
ら緩和しても問題ない商品から先行して取り組む手法が有効と考えられる。
・カテゴリーごとにパイロットプロジェクトを行い、結果がよければ定着させる。課題があれば１つずつ
克服し、現状を変えていくのが望ましい。
・納品期限の緩和は、コンビニの場合、オーナー一人ひとりの理解を得ていく必要がある。
・納品期限を新しいルールに変えることには異議なし。ただ、納品期限を緩和した企業が不利益を被る（例：
鮮度の古い商品が集中する）ことがないよう、業界全体の足並みが揃うことが必要。新しいルールを個
社に任せるアプローチでは、こうしたリスクが拭えないため、なかなか、いわゆる３分の１ルールは変
わっていかないのではないか。

⑸　賞味期限や表示方法について
・過度に厳しい賞味期限は緩和してほしい。
・賞味期限が６か月～１年以上の商品は月表示でもいいと思う。
・商品包装を工夫すれば、月表示でも安心して購入してくれると思う。消費者に与える商品の外見上の印
象も重要。
・消費者は表示方法に敏感で、月表示化は難しい。
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４－４　ワーキングチームの検討結果　～『中間とりまとめ』
ワーキングチームでは、アンケート結果、ヒアリングから得られた情報、加えてワーキングチームの計
４回の会合での議論の結果をふまえ、今年度以降、ワーキングチームとしてどのように活動していくかに
ついて、文書にまとめ、中間とりまとめとして発表した。これが今年度のワーキングチームの主たる成果
となる。以下でその内容を述べる。

⑴　基本的考え方
世界の食料生産量の１／３にあたる１３億トンの食料が毎年廃棄され、世界の穀物需給が逼迫する中、食
品ロスの削減は世界的に大きな課題となっている。
「もったいない」という言葉の発祥の地である我が国においても、食品ロスは年間５００～８００万トン（事
業系３００～４００万トン、家庭系２００～４００万トン）発生していると推計されている。この食品ロス発生の実態
は、規格外品、返品、売れ残り、食べ残し、過剰除去、直接廃棄などと多様であり、それぞれの関係者が
食品ロス削減に向けた取組を着実に進めていくことが必要である。
このうち、本ワーキングチームでは、個別企業等の取組だけでは解決が難しく、フードチェーン全体で
解決していく必要のある課題として、製造業・卸売業・小売業による商慣習を中心に検討をしているとこ
ろである。
現在、食品の流通現場で食品ロス発生の原因となりうる返品等の商慣習が存在するが、食品ロス削減と
いう観点からは可能な限りこれを見直し、経済的ロスを経済成長につなげていく必要があり、製・配・販
各社の壁を越えつつ、消費者の理解を得ながら、優先順位をつけた取組を進めていくことが必要である。
平成２４年度のワーキングチームの活動として次の事項を決定し、平成２５年度以降も順次取組を進めると
ともに、業界団体の協力を得て、業界団体の会員企業に取組の輪を広げ、食品業界全体に普及推進してい
く。

⑵　取組の内容
　ⅰ）卸売業・小売業の多くで取引条件として設定されている納品期限の見直し・再検討に向けたパイロッ

トプロジェクトの実施
ワーキングチームでの加工食品の返品・廃棄に関する調査の結果、①返品の発生理由は、商品の汚
損・破損、店舗での納品・販売期限切れ、定番カットによる商品入れ替え等であること。②飲料・菓子
で未出荷廃棄割合が高いこと。③未出荷廃棄の発生理由は出荷予測精度の低さ、納品期限切れ等である
こと。④店舗への納品期限は概ね賞味期限の３分の１とする割合が高いこと、等の実態が把握された。
返品や未出荷廃棄の発生理由は、商品の汚損・破損、商品入れ替え、出荷予測精度の低さ等複合的で
あるが、食品業界の商慣習として各企業間で取り決められている取引条件の一つである納品期限も返品
や未出荷廃棄の発生理由のひとつと考えられることから、関係者の合意を得られやすい品目から順に、
納品期限を緩和する方向で業界団体の協力を得つつ、パイロットプロジェクト（実証実験）を行う。
具体的には、平成２５年度から、フードチェーンを構成する製・配・販企業によるパイロットプロジェ
クトを実施し、この効果を検証し、効果的であることが実証された場合には普及拡大を図る。パイロッ
トプロジェクトの詳細な対象範囲、実施方法等については、引き続き関係者で打ち合わせを行い、４月
以降に実施するための準備を始める。パイロットプロジェクトは納品期限について一定の仮説を立てそ
の検証を行う観点から実施するものであり、当面は、菓子、飲料を含め効果検証の可能な品目の納品期
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限を、「賞味期限の１／２残し」に変更した場合の食品ロス削減効果、CO２削減効果、納品期限切れの発
生数等を検証するなど、実証実験の具体的な設計を検討していく。
併せて、現在多くの小売業で設定されている消費者に対する販売期限についても必要に応じそのあり
方について検討を進めることとする。

　ⅱ）賞味期限の見直し
近年、食品の製造過程における生産・衛生技術の向上や日持ちのする包装資材の開発など、商品の品
質を保持するための技術開発が行われてきた。しかし、既存製品の中には賞味期限の見直しが行われな
かったものもあり、必ずしもこうした現状を反映したものとなっていない場合もあると考えられる。
このため、食品ロス削減の観点から、食品製造業において、既存製品の賞味期限について科学的な知
見に基づく再検証（業界団体が作成する期限の設定に関するガイドラインマニュアルや安全係数の見直
し等も含む）を行うとともに、得られた結果に基づき、消費者の理解を得つつ賞味期限の延長に取り組
む。
なお、その進捗状況は企業毎に積極的に公表していくこととするが、各業界団体の協力を得て、本ワー
キングチームにおいても進捗状況を把握・公表することとする。

　ⅲ）表示方法の見直し
賞味期限の長い品目については、品質劣化のスピードが遅く、消費段階で日付管理する意味が乏しい
反面、日付順に納入される流通段階で食品ロスの発生につながる場合がある。
また、賞味期限が３ヶ月以上の品目については、「年月」表示も認められているところである。
このため、賞味期限が長い品目については、「年月」表示へ変更するなど消費者にとってわかりやすい
期限表示となるように各社で工夫する。
なお、その進捗状況は企業毎に積極的に公表していくこととするが、各業界団体の協力を得て、本ワー
キングチームにおいても進捗状況を把握・公表することとする。
　

　　※なお、日本TCGF７）は、サステナビリティプロジェクトに取り組んでおり、その一環として、清涼飲
料の賞味期限の「年月表示」への移行を行うことを発表した（表４－４－１）。４－４⑶でも述べるが、日
本TCGFと本ワーキングチームは連携して取組を進めることとしており、こうした年月表示の具体的
動きを受けて、取組を強化・拡大していく。

 

７）世界７０ヵ国、６５０社が加盟する「ザ・コンシューマー・グッズ・フォーラム（TCGF）」に加盟する日本企業（製造、卸売、小売　２９社）が
中心となって平成２３年８月に設立した団体
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　ⅳ）食品ロス削減に関する消費者理解の促進
消費者に、「もったいない」の観点から、食品ロス削減の重要性や食品の期限表示（消費期限・賞味期
限）について十分理解してもらえるよう、関係府省庁とも連携して、取組を進める。

　ⅴ）その他の食品ロス削減に向けた取組
当面、引き続き賞味期限が比較的長い加工食品を対象として食品ロスの発生要因となる商慣習の実態
把握と検討を行い、食品ロス削減に有効な商慣習の検討について、上記ⅰ）～ⅳ）以外の取組について
も進めていく。また、今後は食品ロス削減の観点から日配品も対象に実態把握と検討を行うこととする。
また、商慣習の見直しを行ってもなお生じる未出荷廃棄等については、フードバンクを活用し、社会
全体で食品ロス削減に努める。食品ロス削減に努めても、なお排出される食品廃棄物については、積極
的にリサイクルを行う。

⑶　推進体制
関係省庁（内閣府、消費者庁、農林水産省、経済産業省、環境省）と連携を図るとともに、共通課題の
解決のため組織された民間企業の取組（製･配･販連携協議会、国民生活産業・消費者団体連合会、日本
TCGF）とも連携して、ワーキングチームの取組との相乗効果を目指す。
特に、⑵ⅰ）のパイロットプロジェクトについては、製・配・販連携協議会返品削減WGと共同で、よ
り多くの企業の参加を得て実施する。　
 

表４－４－１　日本TCGF清涼飲料の賞味期限の「年月表示」への移行について
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CO２削減対策は、地球環境保全のみならず国際政策上も今後その重要性を増すと考えられ、企業にとっ
ても「対応せざるを得ない」取組になっていくと考えられる。また、積極的に取り組むことにより、持続
可能な経営基盤づくりにも役立つと考えられる。
CO２削減やエネルギーに関する社会動向を的確につかみ、法規制対応（受け身）ではなく、企業・業界
として早い時期から実効性のある枠組みを提案し、取り組むことが期待される。

⑴　省エネの推進による経営改善
エネルギーコストの削減は収益向上に繋がるとして、これまでも各事業者では省エネに取り組まれてき
たが、環境面からは法対応が中心となり、企業の経営は商品やサービスの提供による売上向上に主眼がお
かれてきた。しかしながら、特に東日本大震災後の原子力からの脱却、再生可能エネルギーの増加、環境
税の導入等に伴い、事業活動におけるエネルギーコストは今後さらに増加していくといえる。また、電力
会社においても表５－１のような電力料金値上げの動きがあり、この値上げ単価は、これまでの電力単価
に対して２０％以上の値上げに相当する。エネルギーコストの削減は今後、これまで以上に企業経営の改善
に直結する要因と考えられる。

また、今般閣議決定された省エネ法の改正では、適切なエネルギー管理の結果、電力需要ピーク時の系
統電力の使用を低減する取組（節電）を行った場合に、その取組を大きく評価し、省エネ法の削減目標
（原単位の改善率年平均１％）を達成しやすくなるよう、努力目標の算出方法を見直すといった内容が盛
り込まれている。さらに、例えば東京都ではエネルギー使用の減少に伴う排出削減量のクレジット売却や、
建物の所有者が発電事業社に屋根を貸し出し、賃料収入を得る屋根貸しビジネス等、自治体による独自の
施策もあり、行われている。こうした省エネの取組に対する優遇施策は、企業にとってエネルギー削減に
取り組むインセンティブになると考えられる。
企業におけるエネルギー削減を効果的に進めるには、社長や工場長等のリーダーシップと定量的把握・
可視化が不可欠である。環境対応のみならず、経営改善の観点からも、トップが自らエネルギー管理体制
に参加し、方針決定、従業員への呼びかけを行うことが重要である。また、エネルギー使用量を定量的に
把握することや、それをみんなにわかるように示すことが大切である。
 

５．食品産業におけるCO２削減の方向性

表５－１　各電力会社の値上げ単価

資料：各電力会社ホームページより（２０１３年３月現在）
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